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安全保障に係る建設工事等の一般競争入札等の実施について（通知）

標記について、建設工事請負契約に係る一般競争入札の実施等について（防整施

（事）第１４３号。２８．３．３１）の別紙第２項及び建設工事に係る技術業務委

託の契約等の事務処理要領について（防整施（事）第１４４号。２８．３．３１）

の別紙第７項に基づき別紙のとおり定めたので通知する。

添付書類：別紙

配布区分：整備計画局施設整備官、提供施設計画官、施設技術管理官



別紙

安全保障に係る建設工事等の一般競争入札等の実施について

１ 安全保障上重大な利益の保護のために必要と認める措置

建設工事等（建設工事及び技術業務をいう。以下同じ。）の実施に際し、出入

許可を要する防衛施設（防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律（昭和４

９年法律第１０１号）第２条第２項に規定する防衛施設をいう。）及びその候補

地に係る建設工事等の入札・契約手続については、建設工事請負契約に係る一般

競争入札の実施細則について（防整施第６９１９号。２８．３．３１）、建設工

事請負契約に係る総合評価落札方式の適用に関する事務処理要領について（防整

施第６９２８号。２８．３．３１）、建設工事に係る技術業務の契約等における

プロポーザル方式の実施細則について（防整施第６９４１号。２８．３．３１）

及び建設工事に係る技術業務の契約等における一般競争入札の実施細則について

（防整施第６９２３号。２８．３．３１）によることとするが、競争参加資格の

同種又は類似の建設工事等の実績及び入札公告等の官報掲載については、下記に

より措置されたい。

⑴ 競争参加資格の同種又は類似の建設工事等の実績については、国内におけ

る建設工事等の実績に限るものとし、発注する建設工事等が建設工事請負契

約に係る総合評価落札方式の適用に関する事務処理要領の運用について（防

整施第７１１９号。２８．３．３１）別紙の付紙第１に掲げる施設に係るも

のである場合には、国内における建設工事等の実績のうち、国、特殊法人等

又は地方公共団体が発注したものに限るものとする。

⑵ 予定価格が国の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（昭和

５５年政令第３００号）第３条第１項に規定する財務大臣の定める額以上の

建設工事等に係る入札公告等の官報掲載は行わないこととし、防衛省発注機

関において掲示及びホームページに掲載のみを行うものとする。

２ その他

本通知の運用に当たり、疑義が生じた場合には、整備計画局施設計画課長と協

議するものとする。


